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資料２

令和７年度の取組実績・総括と
令和８年度の事業計画
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産業分野における脱炭素化の取組
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環 境 生 活 部産 業 労 働 部
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１．主な成果・取組等

コンビナートのCO2排出削減や次世代燃料・素材の供給基地化につながるコンビナート連携事業の実施を
支援し、脱炭素社会の産業拠点となる「カーボンニュートラルコンビナート」への転換を促進する

◆地域連携体制の構築・活性化

【岩国・大竹】
〇座長・幹事企業等を訪問し、意見交換

【周南】
〇アンモニアサプライチェーン事業の計画認定に係る政府要望の実施

【宇部・山陽小野田】
〇令和７年３月に策定されたグランドデザインを基に、地域会議やグランドデザインWG及びWTに参加

◆連携事業のコーディネート
〇コンビナート各社との意見交換・マッチング支援等を随時実施

◆連携事業への経済的支援等
〇「カーボンニュートラルコンビナート構築促進補助金」による支援を実施

⇒R5年度採択事業（セメント製造における実機レベルでのアンモニア混焼の実証）を継続支援

・令和７年度については応募がなかったため、アンケート調査を実施し、補助金の利用促進に係る手法を検討

カーボンニュートラルコンビナート構築事業 【産業脱炭素化推進室】
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２．課題・今後の展開

◆「ＧＸ戦略地域」の各プロジェクトとも連動しながら、さらなる企業間連携事業の創出を支援

３．令和８年度の計画

◆企業間連携事業の創出をさらに促進するため補助制度を拡充

・資材調達や工期が長期化する傾向を踏まえ、現行より最長の事業実施期間を1年延長(※１を除く)
・設備・施設設備に対する補助(※２)について、(※１)を経ず独自にフィジビリティスタディを実施したものも支援

○連携事業に対する補助

設備投資 補助率 補助上限 事業期間

フィジビリティスタディ(※１) ２／３ 50,000千円 ２年以内

設備・施設整備(※２) １／３ 500,000千円 ５年以内

研究開発・実証試験 補助率 補助上限 事業期間

連携事業創出支援 １／２ 100,000千円 ３年以内

研究開発・実証試験 ２／３ 300,000千円 ４年以内

設備・施設整備  １／３ 500,000千円 ５年以内

カーボンニュートラルコンビナート構築事業 【産業脱炭素化推進室】
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「水素先進県」実現加速化事業 【産業脱炭素化推進室】

１．主な成果・取組等

「水素先進県」実現の加速化に向けて、燃料電池自動車等の導入促進など水素需要の拡大を図ると
ともに、県内中小企業の水素関連産業への参入を促進する

◆水素関連製品の部材開発等の促進
〇「水素先進県」実現加速化事業（部材開発等推進）補助金による支援

・４件を採択し、支援を実施

〇水素関連技術セミナーの開催

◆先進的な水素利活用モデルの展開による地域づくり
〇コスト競争力を図る水素供給サプライチェーンの構築に向けた実証の実施（環境省委託事業）

・実施年度 令和７～11年度（５年間）

・実施体制 ［代表申請者］(地独)山口県産業技術センター
［共同実施者］㈱トクヤマ、長州産業㈱、㈱ＮＦデバイステクノロジー、㈱テクノバ及び県

・事業内容 副生水素を水素配管により配送し商業施設で利用することや、製造した水素をガスボンベ
配送網等で配送しボイラー等で利用することなどによる、供給コストやCO2削減量を確認

県内企業が開発した
水素ボイラー
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２．課題・今後の展開

◆環境省の実証事業の円滑な実施に向けた準備や関係者間の調整

◆水素サプライチェーンモデルの横展開を図るため、県内企業や市町に対する普及啓発の実施

◆YMFGとの連携協定等を活用しながら、意欲のある水素関連企業の掘り起こし

３．令和８年度の計画

〇「水素先進県」実現加速化事業（部材開発等推進）補助金による支援

・［補助率］２／３ ［補助上限］ 5,000千円

〇環境省の実証事業の円滑な実施に向けた連携支援及び機運醸成

・県内企業及び関係市との事業調整

・水素サプライチェーン構築実現セミナー（仮称）の開催

◆水素の利活用に係る普及啓発
〇ゆめ花マルシェ2025への出展

・燃料電池自動車の展示や水素関連製品等の動画を上映

「水素先進県」実現加速化事業 【産業脱炭素化推進室】
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１．主な成果・取組等

国のＧＸ産業立地政策として行われる「ＧＸ戦略地域」への選定に向け、コンビナート企業が検討を
進めている新事業の事業可能性調査に関する支援を行う

◆「ＧＸ戦略地域」の選定に向けた取組

〇国が昨年６月に打ち出した、ＧＸ経済移行債による経済的支援と規制・制度

改革を組み合わせた「ＧＸ戦略地域」の選定に向けた取組を実施

・地元金融機関やベンチャーキャピタル等と「新事業創出・育成タスクフォース」

を設置。公募に向けてプロジェクトの検討・磨き上げ

・コンビナート連携会議及び調査検討会議を開催し、協議・意見交換を実施

・プロジェクトの検討を行ってきた事業者等で構成する「山口県ＧＸ戦略地域

推進コンソーシアム」の組成（４５者が参画）

・コンビナート等再生型ＧＸ戦略地域計画申請書の提出（2/10）

（上記のコンソーシアムとの共同申請により全体構想と１７のＧＸ

関連事業を提出）

新事業創出・育成タスクフォース
との意見交換会

新 ＧＸ戦略地域牽引プロジェクト推進事業 【産業脱炭素化推進室】
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２．課題・今後の展開

◆「ＧＸ戦略地域」への選定

◆「ＧＸ戦略地域」の選定後を見据え、各ＧＸ関連事業が円滑に実施ができるよう、準備・調整

３．令和８年度の計画

◆令和８年春頃に「ＧＸ戦略地域」の有望地域が決定（一次審査合格）

◆国の伴走支援の下で事業計画を洗練した後、夏頃に「ＧＸ戦略地域」が最終選定される見込み

〇最終選定に向けた事業可能性調査への補助

［補助対象者］ＧＸ関連事業を実施予定の企業

［補助対象経費］事業可能性調査に関する経費（約３か月程度）

［補助率］２／３

［補助上限］ 30,000千円／件

◆「ＧＸ戦略地域」の選定と並行して作業が進む国家戦略特区の

追加指定に向け、規制緩和とその代替措置の検討・提案

（内閣府所管のワーキンググループや法令所管省庁との協議）
決意表明する関係者一同

（令和７年度第１回コンビナート連携会議(1/29)

新 ＧＸ戦略地域牽引プロジェクト推進事業 【産業脱炭素化推進室】
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環 境 生 活 部環 境 生 活 部
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省・創・蓄エネの導入促進事業 【環境政策課】

１．主な成果・取組等

山口県地球温暖化対策実行計画（第２次計画 改定版）で設定するCO2排出量の削減目標の達成に向け
て、家庭部門や業務その他部門を中心に、省エネ化や地域の特性を活かした再生可能エネルギーの
導入を進めるとともに、本県のエネルギー産業の振興に資する省･創･蓄エネ設備の普及を図る

◆ 中小企業者等向け省・創・蓄
エネ設備設置補助金

◆ 脱炭素セミナー ◆ 専門家による
 省エネ診断

◆ 省エネ診断員の
  育成支援

◆ 共同購入支援
・太陽光発電設備等

   ・非化石証書
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２．課題・今後の展開

３．令和８年度の計画

◆県の温室効果ガス排出量の産業部門は近年減少傾向にあり、業務その他部門も順調に減少しているが、
目標達成に向けては、さらなる取組が必要

区 分 H25（2013）年度【基準】 R２（2020）年度 R３（2021）年度【最新値】 R12（2030）年度【目標】

産 業 部 門 ２，０７６ ２，１１４（   1.8％） ２，１０４（   1.3％） １，５２３（▲26.7％）

業務その他部門 ２４８ １８９（▲23.9％） １８９（▲24.0％） １１８（▲52.5％）

総 排 出 量 ４，３１０ ３，８８４（▲  9.9％） ３，９４７（▲  8.4％） ２，７９７（▲35.1％）

◆中小企業者等向け省・創・蓄エネ設備設置補助金
（上乗せ補助対象拡充）

◆脱炭素セミナー

◆専門家による省エネ診断（件数拡充）

◆省エネ診断員の育成支援

◆事業者の共同購入支援
・太陽光発電設備等 ・非化石証書

◆｢やまぐち版地域脱炭素2.0｣の実現に向けた検討

補助対象設備（対象規模） 補助率･単価､補助限度額等[上乗せ単価]

①自家消費型太陽光発電(10～50kW) 50千円/kW [20千円/kW]

①

の

付

帯

蓄電池（～61kWh） 単価（円/kWh）の1/3 [12千円/kWh]

車載型蓄電池 蓄電容量×1/2×40千円/kWh

充放電･充電設備､外部給電器 1/2  ※外部給電器は1/3【 63千円/kW】

その他基盤インフラ設備 2/3

②熱利用設備（地中熱 ～220ｍ２）等
2/3 太陽熱560円/ｍ２

地中熱4千円/m２
補助上限額
5,000千円

③高効率空調機器､高効率給湯機器等 1/2 高効率空調180円/m2

 高効率給湯690円/ｍ２
補助上限額
３,000千円

省・創・蓄エネの導入促進事業 【環境政策課】

［単位：万トン- CO2＜基準年度比＞］
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１．取組の背景

サーキュラーエコノミー（循環経済）※への移行に向け、動静脈連携の促進や、事業化に向けて動静脈
産業を対象とした、技術開発から事業化検討、普及拡大まで切れ目ない支援を行い、製品の設計・製造
から再資源化に至るライフサイクル全体における徹底的な資源循環を促進する

目指す社会

※ 天然資源の投入量を最小化し、廃棄物の排出抑制や脱炭素など環境負荷低減を実現する社会システム

現状 リサイクリングエコノミー

◆国はサーキュラーエコノミーへの移行を国家戦略として位置づけ、循環型社会の形成に向けた取組を推進

◆本県では、｢山口県循環型社会形成推進基本計画（第５次計画）｣を３月に策定予定

計画の重点プロジェクトとして、動静脈連携・高度化による資源循環を促進

新 動静脈連携・高度化による資源循環促進事業 【廃棄物・リサイクル対策課】
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２．課題・今後の展開

３．令和８年度の計画

◆ライフサイクル全体での徹底的な資源循環が必要

◆脱炭素化の観点からも燃やされているプラスチックの削減が必要

◆国内外での新たな規制への対応

◆動静脈企業とのマッチングの促進
・資源循環に係る課題を有する県内企業への専門家「3R＋

コーディネーター」を含む支援チームの派遣・連携促進

◆資源循環ビジネスの事業化支援

・産学公連携によるリサイクルの事業化に向けた検討

・事業化検討調査、製品の環境配慮設計の検討への補助

・高度化リサイクル施設整備への補助

◆再生製品等の普及啓発

・再生製品や取組事業所の認定・普及

新 動静脈連携・高度化による資源循環促進事業 【廃棄物・リサイクル対策課】
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環 境 生 活 部農 林 水 産 部
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森林Ｊクレジット活用推進事業 【森林企画課】

１．主な成果・取組等

適切な森林整備によるCO₂吸収源対策を推進するため、間伐等のCO₂吸収量を国が認証する森林Ｊクレ
ジット（以下「クレジット」）の創出・活用支援や、普及啓発に取り組む

◆クレジットの創出支援：１件（これまでの支援による創出累計：２件）

◆クレジット活用セミナーの開催（約100名参加）

◆取組事例集の作成

【森林Ｊクレジットの事業展開イメージ】 【森林Ｊクレジット活用セミナーの開催】
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◆取組事例集を活用した県内全域への普及啓発の実施

２．課題・今後の展開

３．令和８年度の計画

◆令和８年度からの「排出量取引制度」の本格稼働や、民間事業者の支援による全国的な創出・活用件数の急増
を踏まえ、クレジット制度の普及拡大に向けた取組が必要

森林Ｊクレジット活用推進事業 【森林企画課】

県内全域への普及

森林Ｊクレジットの活用による適切な森林整備

CO2 CO2 CO2 CO2 CO2

CO2 CO2
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◆中山間地域が7割を占める本県においては、各地域の多様な地形や気象条件を活かした農産物が栽培されている
ところであるが、消費者ニーズに対応した農産物の販売を拡大するためには、産地をつなぐ効率的な物流体制の
構築が喫緊の課題である。

新 やまぐち農産物等販売サーキット事業 【ぶちうまやまぐち推進課】

１．取組の背景

輸送に係るCO₂排出量の削減を図り、カーボンニュートラルを推進するため、県産農産物等の効率的な
流通体制を構築するとともに、各地域の需要に対応する販売体制を確立し、消費者への安定的な供給
を行う

現状 目指す姿

消費者ニーズ把握
配送の回路化
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３．令和8年度の計画

◆県産農産物等の販売の実態調査と検証

・直売所等への調査員派遣による消費動向調査と結果の検証等

◆県産農産物等の共同集出荷等の物流体制の地域モデルづくりへの取組支援

・直売所等で集荷体制の確立支援等

◆県産農産物等に係る県域での物流体制の構築支援

・直売所等へのルート配送構築による適切な物流体制の検証等

２．課題・今後の展開

◆生産者が点在し、出荷量がまとまらない地域が多いため、効率的な集荷や県域での流通体制【販売拠点       
（地産・地消推進拠点等）がつながった配送の回路化＝サーキット】の検討が必要

◆県産農産物等の各地域の需要に対応する物流体制を構築することにより、県内での効率的な販売体制を確立

新 やまぐち農産物等販売サーキット事業 【ぶちうまやまぐち推進課】
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環 境 生 活 部土 木 建 築 部
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１．主な成果・取組等

〇 港湾においても、脱炭素社会の実現に向け、企業の国際競争力を確保しつつ、脱炭素化を進めていくことが強
く求められており、臨海部の企業と連携して、カーボンニュートラルポート（ＣＮＰ）の形成を推進する

〇 官民連携による港湾における脱炭素化の取組を定める「港湾脱炭素化推進計画」を、重要港湾以上において、
順次策定する

港湾脱炭素化推進計画 【港湾課】

◆徳山下松港【港湾脱炭素化推進計画（令和6年3月策定）】
• 計画で定めた目標の達成に向けて、当面のベースエネルギーであえる石炭に加え、バイオマスの取扱量の急増も視野に、エネルギー

供給拠点化に資する施設整備を促進

• 将来の西日本エリアにおける水素・アンモニア等次世代エネルギーの供給拠点港としての進化を目指すべき姿とし、計画に基づき、
官民が連携して脱炭素化に向けた取組を推進

◆宇部港及び小野田港【港湾脱炭素化推進計画（令和8年3月策定予定）】
• 港湾背後企業等と連携して、計画策定に向けた検討を実施

◆下関港※【港湾脱炭素化推進計画（令和7年6月策定 ）】
• 協議会構成員として参画し、市の計画策定を支援

※下関港は港湾管理者である下関市が策定

第５回 宇部港及び小野田港港湾脱炭素化推進協議会

令和7年6月 第４回宇部港・小野田港協議会（２港合同開催）

令和7年8月 第５回宇部港・小野田港協議会（ 〃 ）

令和8年2月 第６回宇部港・小野田港協議会（ 〃 ）
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２．課題・今後の展開

＜課題＞
徳山下松港：取扱量が急増しているバイオマスに対応するための港湾施設の不足

＜今後の展開＞
計画策定済みの港湾（徳山下松港、宇部港※、小野田港※ 、下関港）

→ 官民が連携して港湾脱炭素化促進事業等に取り組むなど、ＣＮＰの形成を推進
計画未策定の港湾（岩国港、三田尻中関港）

→ 背後企業の脱炭素化に向けた取組状況等を踏まえながら、順次計画を策定

３．令和８年度の計画

◆徳山下松港
・計画で定めた目標の達成に向けて、取扱量が急増しているバイオマスにも

対応した港湾施設の整備を促進
・計画に基づき、官民が連携し、民間企業によるサプライチェーン構築に向

けた共同研究が進められているアンモニアなどの次世代エネルギー等を扱
う港湾施設の機能高度化を推進

◆宇部港・小野田港
・計画に基づき、官民が連携し、港湾施設の機能高度化を推進

◆下関港
・協議会構成員として下関市の取組を支援

◆岩国港・三田尻中関港
・背後企業の脱炭素化に向けた取組状況等を踏まえながら、意見交換を実施

主な港湾脱炭素化促進事業及びその実施主体
（「徳山下松港港湾脱炭素化推進計画」より抜粋）

※令和８年3月策定予定

港湾脱炭素化推進計画 【港湾課】
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環 境 生 活 部企 業 局
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水力発電の供給力向上 【電気工水課】

錦川総合開発事業の一環として建設された平瀬ダムの河川放流を利用する平瀬発電所の安定的な運用、
既設水力発電所の設備更新に合わせたリパワリングの実施、設備のオーバーホール等の着実な推進に
より、クリーンかつ低廉で安定供給性に優れた「水力発電」の供給力の向上を図る

◆ 平瀬発電所の安定的な運用

令和７年３月に運転開始

◆ 新阿武川発電所のリパワリング等

令和10年度までの改修に向けて入札・契約

◆ オーバーホール

保安規程に基づき実施

・徳山発電所 実施中（部品手配中）

・木屋川発電所 着手済

・新阿武川発電所 実施中（部品手配中）

・末武川発電所 入札実施中

平瀬発電所

【水車発電機】

１．主な成果・取組等
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◆ 平瀬発電所の安定的な運用

◆ 供給力の向上に繋がる既設発電所のリパワリング等、老朽化が進む発電施設
の更新を、長期的視点に立って計画的・重点的に実施

【リパワリング】

◆ 企業局で最大の発電所である新阿武川発電所のリパワ
リング、水車発電機の改修を、令和１０年度にかけて
着実に実施

◆ 徳山発電所、木屋川発電所については令和８年度まで
に、末武川発電所については令和９年度までにオー
バーホールを完了できるよう、着実に実施

◆ 佐波川発電所について、令和１２年度までにリニュー
アルが完了できるよう、着実に実施

２．課題・今後の展開

３．令和８年度の計画

水力発電の供給力向上 【電気工水課】
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再生可能エネルギーの利用拡大 【総務課】

企業局の水力発電による電気を、県産のCO2フリー電気として付加価値を付けて供給することを通じて、
県内企業のCO2削減の取組を後押しするとともに、再生可能エネルギーの利用拡大に向けた意識の向上
を図る

１．主な成果・取組等

◆ 山口県企業局の水力発電所で発電し、県産
CO2フリーという付加価値を付与した電気
「 や ま ぐ ち ぶ ち エ コ で ん き 」 を 供 給 開 始
（令和６年４月）

◆ 「やまぐちぶちエコでんき」には、これまで、
県内企業３６社６１事業所が加入

◆ 製造業や建設業をはじめとした幅広い業種で
活用が拡大

「やまぐちぶちエコでんき」

※県内企業：県内に事業所を置く、又は置こうとする企業等（特別高圧・高圧・低圧対象）

※
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◆ 事業の目的である「再生可能エネルギーの利用拡大」に
向け、再生可能エネルギー活用の重要性や「やまぐち
ぶちエコでんき」を活用するメリットの周知など、県内
企業へのさらなるＰＲを実施

・県内の主要な交通拠点でのＰＲ動画放映（箇所拡大）

◆ 「やまぐちぶちエコでんき」の活用電力量は、企業局の水力発電による発電量の１割程度にとどまっており、
今後、さらなる利用拡大を進めていく必要がある

「やまぐちぶちエコでんき」 活用のメリット

① CO2フリー電気

電気の使用に係るCO2排出
係数がゼロとなり、「地球
温暖化対策の推進に関する
法律」に基づくCO2排出量
の削減に寄与

②電気の地産地消

山口県内の水力発電所で発
電した電気を供給し、電気
の「地産地消」を実現

③専用ロゴマーク利用

山口県環境生活部から「や
まぐち再エネ電力利用事業
所」の認定を受けることが
可能

④その他

２．課題・今後の展開

３．令和８年度の計画

再生可能エネルギーの利用拡大 【総務課】
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環 境 生 活 部教 育 庁
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企業から学ぶ！専門高校カーボンニュートラルプロジェクト 【高校教育課】

１．主な成果・取組等

専門高校において、脱炭素化に取り組む県内企業と連携した教育活動を展開し、カーボンニュートラル
の実現を担う人材の育成を図る

◆ 成果
• ３年間でのべ２６校の専門高校が参加し、のべ１１０社の企業との連

携のもと、研修、現場見学及び実習を実施することにより、生徒の
カーボンニュートラルに対する理解及び意識の着実な向上が図られた。

• 脱炭素を知識として学ぶだけではなく、社会や産業の現実と結び
付けて主体的に考えることができた。

• 企業の支援による探究の知見が専門高校に蓄積され、成果報告会等
を通じて生徒の学びを可視化し、社会課題に向き合いながら人材育
成を行っていることを示すことができた。

◆ 取組

• 「スタートアップ研修」の実施（６月）

• 「脱炭素社会に係る認知度調査」の実施（７月）

• 研修会、現場見学、現場実習の実施（６月～１月）  

• 中間報告会（Web会議）の実施（８月）

• 県民への取組の周知（10月：山口きらら博記念公園 ）

• 「事業効果を測るアンケート調査」の実施（１月）

• 校内成果報告会の実施（１月、２月）

• 活動成果の周知（３月）
 【バイオマス発電所に関する講義の様子】   【バイオディーゼル燃料の説明を受ける様子】

 ～徳山商工高校～    ～宇部商業高校～

T/L 実施校 研究テーマ 主な連携先

T 岩国工業高校 脱炭素化・環境保護に関する研究 ㈱サンライン

T 徳山商工高校 「周南コンビナート」の脱炭素化の現状と課題 東ソー㈱

T 南陽工業高校 製造現場における脱炭素の取組についての研究
日本製鉄㈱

 山口製鉄所

T 防府商工高校 緑のカーテンによる教室断熱効果の検証
中國三國重工業㈱
 山口工場

T 美祢青嶺高校 自然エネルギー「地中熱」を利用した省エネシステムの研究
㈱ジオパワー
 システム

L 田布施農工高校 未利用農産物を活用した商品開発
ほうふーど
 ファクトリー

L 柳井商工高校 カーボンニュートラルを生かした「高校生版CSR」の研究 ㈱丸久

L 宇部商業高校 廃油発電を題材にしたエネルギーミックスの研究
㈱アース
 クリエイティブ

L 厚狭・厚狭明進高校 厚狭・厚狭明進高校６次産業システムの構築と実践
㈱花の海
道の駅於福

L 田部高校 地域の資源を有効活用した商品・レシピ開発 ㈱秋川牧園

【令和７年度実施校一覧】（T：Technology関連企業との連携、L：Life関連企業との連携）



(C) Yamaguchi Pref.(C) Yamaguchi Pref. 30

２．課題・今後の展開

◆本事業により、生徒の脱炭素に関する理解が進み、脱炭素を自分事として捉え、主体的に考え行動しようとする意識が
高まった一方で、取組が単年度・単発的になりやすく、学校全体の学びとして継続・深化させる仕組みづくりが課題である

◆今後は、これまでに培った知見や企業とのネットワークを生かし、カーボンニュートラルを軸とした探究的・実践的な
学びを充実させることにより、生徒が技術革新や社会の変化に柔軟に対応し、自ら課題を見いだし解決に取り組む力の
育成を図っていく

◆併せて、学びの成果の発信を強化して専門高校の魅力向上につなげていく

３．令和８年度の計画

「企業から学ぶ！ローカル×テック探究プロジェクト」
カーボンニュートラルをテーマに、ＡＩなどのデジタル技術を活用し

た課題解決型学習、いわゆるＰＢＬを実施

◆ 企業メンターと連携したＰＢＬによる資質・能力の育成
企業メンターの伴走支援のもとでＰＢＬに取り組み、論理的思考力、ＩＣＴ活用

力、協働力の向上と、地域産業を担う人材の育成

◆ 企業連携による実社会と結び付いた学びの充実
企業と学校の連携による、先端技術に触れる研修、現場見学、実習等を通した実

践的な学びの推進

◆ 取組成果の発信による専門高校の学びの可視化
事業実施校の取組や成果をオンライン配信等で発信し、専門高校の学びを可視

化・共有する取組

企業から学ぶ！専門高校カーボンニュートラルプロジェクト 【高校教育課】



(C) Yamaguchi Pref. 31

暮らしに密着した地域脱炭素化の取組
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環 境 生 活 部環 境 生 活 部
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2050ゼロカーボン・チャレンジ推進事業 【環境政策課】

１．主な成果・取組等

脱炭素社会の実現に向け、県民一人ひとりが気候変動の現状や既に顕在化している影響を認識し、
県民や事業者自らによる脱炭素型ライフ・ビジネススタイルへの行動変容を促し、その定着を目指す

◆脱炭素に触れる体験型謎解きイベントの実施（10月～１月：蜂ヶ峯総合公園・ソラール・海響館）

◆次世代環境リーダー育成プロジェクトの実施（７月～２月：座学、フィールドワーク、実践報告等）

◆山口大学と連携した環境学習（ディベート大会）の実施（８月：中学生大会 12月：小学生大会）

◆ぶちエコアプリを活用したキャンペーンの実施

謎解きイベント アプリキャンペーン次世代環境リーダー育成プロジェクト（実践報告） ディベート大会（小学生）
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２．課題・今後の展開

◆気候変動等への理解をより深化・定着化させ、自ら行動を実践・継続する人材や周囲を巻き込むリーダー人材
を育成する取組（大学生等へのアプローチ）が必要

◆熱中症予防に向けて、関係者が連携し、県民の更なる意識向上や行動変容を図る取組が必要

◆脱炭素に興味・関心がない人（無関心層）が参加したくなる効果的な取組の強化・継続が必要

３．令和８年度の計画

◆未来環境アクション・プロジェクトの実施
対象：高校生・大学生等
内容：座学、ワークショップ、提案等（５回程度）

◆熱中症予防に関する官民連携ワークショップの開催や
キャンペーンの展開

◆脱炭素に触れる体験型謎解きイベントの実施（３カ所）

◆山口大学と連携した環境学習（ディベート大会）の実施
対象：小学生・中学生

2050ゼロカーボン・チャレンジ推進事業 【環境政策課】
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【家庭部門】
◆ＺＥＨ（ゼッチ）の啓発・導入支援（ZEH+等を優先採択）

【家庭・業務その他部門】
◆山口県産省・創・蓄エネ関連設備等登録制度
◆共同購入支援
・既存住宅等（太陽光発電設備等）
・事業所（太陽光発電設備等・非化石証書）

省・創・蓄エネの導入促進事業 【環境政策課】

１．主な成果・取組等

省エネ

・断熱材
・断熱サッシ
・高効率給湯機
・温水式床暖房
・ヒートポンプ式セントラル空調システム

創エネ

・太陽熱利用給湯システム（分離型・一体型）
・太陽熱利用空調システム
・地中熱利用システム
・ペレットストーブ
・太陽光発電システム

蓄エネ
・家庭用蓄電池※

・Ｖ２Ｈ※

※太陽光発電と連携するもの

＜県産品＞

山口県地球温暖化対策実行計画（第2次計画 改定版）で設定するCO2排出量の削減目標の達成に向けて、
家庭部門や業務その他部門を中心に、省エネ化や地域の特性を活かした再生可能エネルギーの導入を進め
るとともに、本県のエネルギー産業の振興に資する省･創･蓄エネ設備の普及を図る
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２．課題・今後の展開

３．令和８年度の計画

◆県の温室効果ガス排出量は、家庭部門、業務その他部門ともに順調に減少しているが、目標達成に向けては、
さらなる取組が必要

区 分 H25（2013）年度【基準】 R３（2021）年度【最新値】 R12（2030）年度【目標】

家 庭 部 門 ３６０ ２０８（▲42.1％） １２０（▲66.7％）

業 務 そ の 他 部 門 ２４８ １８９（▲24.0％） １１８（▲52.5％）

総 排 出 量 ４，３１０ ３，９４７（▲  8.4％） ２，７９７（▲35.1％）

【家庭部門】

◆ＺＥＨ（ゼッチ）の啓発・導入支援（ZEH+等を優先採択）

【家庭・業務その他部門】

◆｢やまぐち版地域脱炭素2.0｣の実現に向けた検討

◆山口県産省・創・蓄エネ関連設備等登録制度

◆共同購入支援
・既存住宅等（太陽光発電設備等）
・事業所（太陽光発電設備等・非化石証書）

次 世 代 太 陽 電 池 活 用 地域新電力との連携

産学官検討会

活用

性
能
UP

性
能
UP

ZEH+

省・創・蓄エネの導入促進事業 【環境政策課】

［単位：万トン- CO2＜基準年度比＞］
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ゼロカーボン・ドライブ普及啓発拠点整備事業 【環境政策課】

１．主な成果・取組等

山口県地球温暖化対策実行計画（第２次計画 改定版）で設定した再生可能エネルギーの導入目標の
達成に向けて、県有施設を太陽光発電等の再生可能エネルギー電力と電気自動車等を組み合わせた
ゼロカーボン・ドライブの普及啓発拠点として整備するとともに、ＡＩ・ＩｏＴも活用した分散型
エネルギーシステム（地域脱炭素社会）の実現を目指す

◆地域性、施設用途、施設規模等を踏まえ、多種多様な県有
施設１６施設を普及啓発拠点として整備予定

  （～令和９年度）

◆令和7年度導入施設（3施設）

◆整備施設における市町職員向け説明会の開催や導入車両に
よる普及啓発の実施

県 有 施 設 導 入 設 備

周南総合庁舎 電気自動車、充放電設備

下関児童相談所 太陽光発電設備、電気自動車、充放電設備

西部高等産業技術学校 太陽光発電設備、電気自動車、充放電設備
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２．課題・今後の展開

◆県有施設をゼロカーボン・ドライブの普及啓発拠点として整備するとともに、分散型エネルギーとしての
環境面やコスト面、災害対応面などの効果を発信することで、市町や民間企業の様々な施設への導入を促進し、
分散型エネルギーシステム（地域脱炭素社会）の実現を目指す

◆県の再生可能エネルギー導入量は、平成25(2013)年度５５万ｋWから、令和６(2024)年度２５４万ｋＷと順調
に増加しているが、令和12(2030)年度３００万ｋＷの目標達成に向けては、さらなる取組が必要

３．令和８年度の計画

◆県有施設５施設に太陽光発電設備や電気自動車、充放電設備を導入

◆導入車両による普及啓発の実施

県 有 施 設 導 入 設 備

セミナーパーク 電気自動車、充放電設備

フラワーランド 電気自動車、充放電設備

農林総合技術センター 太陽光発電設備、電気自動車、充放電設備

山口・萩総合支援学校 太陽光発電設備、電気自動車、充放電設備

ゼロカーボン・ドライブ普及啓発拠点整備事業 【環境政策課】
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新 ぶちエコやまぐち省エネ家電等購入支援事業 【環境政策課】

１． 現 状

家庭におけるエネルギー費用負担等の軽減を図るため、熱中症対策や家庭部門の温室効果ガス排出削
減にも資する省エネ性能の高い家電製品等の購入を支援する

◆ 家庭でのエネルギーや家電等の費用負担は過去５年で約20％上昇

◆ 県内の熱中症による救急搬送件数は増加傾向（R7年度は住居で約37％発生）

95
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115

120

125

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

電気 ガス 家電等家庭用耐久財

約20％上昇

出典： 総務省統計局公表データを加工

【令和７年（5月～9月）県内の熱中症
による救急搬送状況の内訳】
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出典： 総務省消防局公表データを加工

【熱中症による救急搬送状況(県内)の推移
（5月～9月） 】
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２．課題・今後の展開

◆家庭でのエネルギー価格等の高騰を踏まえた費用負担の軽減や屋内での熱中症対策に資する取組が必要

◆県の温室効果ガス排出量の家庭部門は順調に減少しているが、目標達成に向けては、さらなる取組が必要

３．令和８年度の計画

区 分 H25（2013）年度【基準】 R３（2021）年度【最新値】 R12（2030）年度【目標】

家 庭 部 門 ３６０ ２０８（▲42.1％） １２０（▲66.7％）

総 排 出 量 ４，３１０ ３，９４７（▲  8.4％） ２，７９７（▲35.1％）

◆省エネ性能の高い家電製品等を対象店舗で購入した者に対し、ポイント等を付与し支援を実施

詳細なポイント数や対象製品、実施方法は事業開始までに決定

以下５品目のうち省エネ性能の高い製品

対象製品

テレビエアコン 冷蔵庫

高効率給湯器ＬＥＤ照明

県 民

専用サイト
（事務局）

③審査

対象店舗
（実店舗）

①購入

②申請

④ポイント
付与

実施イメージ ポイント付与額

総額 １６億円 程度を予定 

例）省エネ性能等に応じて･･

エアコン

冷蔵庫

２万円相当～

１万円相当～

［単位：万トン- CO2＜基準年度比＞］

新 ぶちエコやまぐち省エネ家電等購入支援事業 【環境政策課】
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１．取組の背景

徹底的な資源循環の推進に向け、事業者・大学と連携し、様々なフィールドや環境学習の場を活用し、 
県民の実践的な取組への行動変容を図る

新 ぶちエコやまぐち3R+（ぷらす）推進事業 【廃棄物・リサイクル対策課】

◆ 国は、サーキュラーエコノミーへの移行を国家戦略として位置づけ、循環型社会の形成に向けた取組を推進

◆ 本県では、 ｢山口県循環型社会形成推進基本計画（第５次計画）｣を３月に策定予定

 計画の重点プロジェクトとして、県民総参加による徹底的な資源循環の取組を推進

２．課題・今後の展開

◆ 県民一人ひとりが資源循環をジブンゴトとして捉
える必要があることから、従来の3Rの取組に、
できる取組を一つでもプラスして実践するよう本
県独自のスローガン「3R＋」を掲げて推進
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３．令和８年度の計画

◆ 「あなたの3R＋」コンテスト・普及啓発
 ・「あなたの3R＋」コンテストの開催

◆ 企業や大学と連携した3R＋環境学習
 ・小中学校等で企業や大学と連携した実践活

 動を伴う環境学習を実施

◆ フィールドを活用した3R＋実践活動の促進
・スポーツの試合会場での使い捨てカップ再

資源化の社会実験
・宿泊施設等でのプラスチックアメニティの

削減

ＳＡＦ
 とは？

・SAFに関する
授業の実施

・廃食油を回収
ボックス設置
店舗に持込

・SAFを一部使用
した飛行機の
披露

マイボトル持参

使い捨てカップを回収 再資源化
アメニティ持参

竹製等に置換

スポーツの試合会場 宿泊施設

新 ぶちエコやまぐち3R+（ぷらす）推進事業 【廃棄物・リサイクル対策課】
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プラスチック資源化促進事業 【廃棄物・リサイクル対策課】

ごみとして焼却されているプラスチックについて、事業者や大学等の多様な主体と連携し、資源回収
及び再資源化を促進することにより、プラスチックごみの減量化と脱炭素化を図る

◆周防大島町を主なフィールドとして、プラスチック製漁網とカキ養殖用パイプを回収し、品質によってペレッ
トやベンチ等にリサイクルする実証事業を実施

＜回収方法・回収量＞
漁   網 ：県内漁業者等から回収、約220kg
カキ養殖用パイプ：町内の全小学校など12か所に設置した回収ボックスや地域住民等が参加した海岸清掃で、

漂着したカキ養殖用パイプを回収、約190kg

＜今年度の作製物＞
再生ペレット：160kg ⇒ 利用方法については、次年度に検討
ベ ン チ  ：3基   ⇒ 県庁 １基

 町内全小学校で巡回展示後、周防大島町内２基設置
（道の駅サザンセトとうわ、なぎさ水族館）

＜CO2削減効果＞
現在検証中

１．主な成果・取組等
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２．課題・今後の展開

◆海洋プラスチックごみの削減にも資する地域での資源循環を促進するため、プラスチック製漁具のリサイクル
の事業化に向けた検討が必要

３．令和８年度の計画

◆県立大学と連携した周防大島町でのプラスチッ
ク資源循環の事業化に向けた検討
・ペレット等を活用した再生製品の価値を創出

するデザイン、啓発手法
・啓発イベント

◆その他漁具の再資源化の検討

プラスチック資源化促進事業 【廃棄物・リサイクル対策課】
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環 境 生 活 部土 木 建 築 部
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交通安全施設維持管理事業（道路照明灯ＬＥＤ化事業） 【道路整備課】

１．主な成果・取組等

◆県が管理する約６千基の道路照明灯をESCO事業※により、
ＬＥＤ灯に更新するため、事業者の選定を行った。

２．課題・今後の展開

◆ ＬＥＤ灯の更新工事を速やかに実施し、適切な維持管理を
行っていく。

３．令和８年度の計画

◆道路照明灯のＬＥＤ化を完了（令和８年１２月予定）

灯具をＬＥＤ化

ＬＥＤ灯
水銀灯

ナトリウム灯

〇県が管理する全ての道路照明（ポール照明）灯を一斉にＬＥＤ化し、灯具の長寿命化や電気代等の
ランニングコストの縮減を図るとともに、脱炭素化社会の実現に向けた取組を推進する

※ESCO事業：省エネルギー改修に係る費用を光熱費の削減分で賄う事業

（ポール照明）
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環 境 生 活 部警 察 本 部
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警察施設照明器具等ＬＥＤ化改修事業 【警察会計課・交通規制課】

１．主な成果・取組等

 脱炭素社会の実現に向け、国ではＬＥＤ照明の導入割合を２０３０年度（令和１２年度）までに

  １００％とするとされていることから、計画的に警察施設の照明等をＬＥＤ化する

◆ 令和５・６年度ＬＥＤ化を実施した警察本部庁舎及び

５警察署の電気使用量の令和７年度中の削減成果

  令和４年度比（警察本部庁舎）      △３.３％
令和４年度比（５警察署）      △１０.７％

   
   警察本部庁舎+５警察署
   令和４年度比      △４.２％

最大効果値（４月）  △１１.８％
CO2排出削減量                              △５7.０ｔ

◆ 令和７年度末でほぼ全ての警察施設の改修が終了

◆ 交通信号機のＬＥＤ化改修工事

 ・令和７年度施工数

 車両用灯器９５か所、歩行者用灯器８３か所

・令和７年度末のＬＥＤ化率  ９２．５％
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２．課題・今後の展開

◆ 警察施設ＬＥＤ化に係る電気使用量等の検証を実施する

◆ 建替施設のＬＥＤ化を推進する

◆ 地域住民に密着した交通信号機などは、令和８年度以降も継続的に改修をする

３．令和8年度の計画

◆ 警察施設ＬＥＤ化に係る検証の実施

◆ 交通信号機のＬＥＤ化改修工事

     ・令和８年度施工見込み数

         車両用灯器８０か所、歩行者用灯器７４か所

     ・令和８年度末のＬＥＤ化率 ９５．９％  （見込み）

警察施設照明器具等ＬＥＤ化改修事業 【警察会計課・交通規制課】


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29
	スライド 30
	スライド 31
	スライド 32
	スライド 33
	スライド 34
	スライド 35
	スライド 36
	スライド 37
	スライド 38
	スライド 39
	スライド 40
	スライド 41
	スライド 42
	スライド 43
	スライド 44
	スライド 45
	スライド 46
	スライド 47
	スライド 48
	スライド 49

